会計検査院の実地検査に係る公開請求への対応
請求対象文書

○実地検査の結果について（H21.9.11付会検第5局長→大阪府知事）
○国庫補助事業に係る事務費の経理について（H21.9.28付大阪府知事→会検第5局長）

　※決定期限：11月10日（火）[当初の決定期限を１５日間延長]
　※文書保管部局：環境農林水産部、都市整備部
会計検査院の意見

（１）最終的な検査結果でないもの（未成熟・精度不十分な情報）は公表（公開）しないことが受検庁の信頼の基礎
公開すれば信頼関係の基礎が崩れ、受検庁からの資料提出や率直な意見交換等ができなくなり、会計検査が困難
（条例8条１項３号　意思形成過程支障）。

（２）今回の調査は次年度以降も他の自治体を対象にするため、公開すれば、検査の着眼点や手法等が公になり、不適切な受検対応が容易
（条例８条１項４号　事務執行支障）。

　　　

大阪府の意見

　（１）について

　・本件文書は検査官会議の最終議決以前のものであるが、会検からの照会内容に府が正式に「ご指摘のとおり」と回答したものであり、未成熟・精度不十分な情報とはいえない。
・当該会計検査結果は本府に関する情報であり、公開することによって、会計検査院と他の受検庁の信頼関係を崩すことにはならない。
　（２）について

　・本件文書に記録されている検査の着眼点や手法等は、受検庁に周知の事実であり、また会検HP（検査結果の国会報告）でも広く公表されており、公開することが、不適切な受検対応を招くことになるとは考えにくい。
　・むしろこれを参考にして、各自治体で内部調査が実施される事実があり、今後とも自主的な改善への取組につながるなどの効果が期待できる。
会計検査院来庁（H21.10.29）

　○来庁者：斉藤審議官、佐々木法規課企画官

　○対応者：福田府民文化部長、島田環境農林水産部長、井上都市整備部長、上田会計管理者
　○主な内容：決定期限まで意見交換を継続したい。

　　　　　　　対象文書を公開されると、従前の検査手法と異なる対応になる。

　　　　　　　
